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厚生労働省（令和5年5月31日）https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/001102264.pdf

「社会とのつながり」「自然と健康になれる環境づくり」
なぜ、重要性なの？
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健康運動指導士に期待される役割は？

• 直接指導する機会を増やすだけでは限界がある

• 地域の中で住民主体の運動グループを組織し、
その活動の質を保ちつつ継続を支援する

→散発的な事例報告に留まり、
具体的な手順や活動内容が整理されていない
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研究の目的

• 健康運動指導士が住民主体の運動グループの
組織化や活動支援を担っている事例を網羅的に収集し、
定量的・定性的に現状を把握する

• その成功要因や課題の類型化・構造化を行う

→地域の中で戦略的に展開・推進するための
実践の手引きと、事例集を作成する
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●健康運動指導士（9,385名）に対し、
協力依頼のメール送信

●日本老年学的評価研究（JAGES）
参画自治体（68市町村）の
介護予防／健康増進担当課

Webアンケート調査

課題①：網羅的な事例収集

インタビュー調査

●抽出された事例の当事者である
健康運動指導士20名

✓ グループの組織化や支援の詳細
✓ 活動の動機と経緯
✓ 活動の工夫
✓ 資源（人、物、資金、制度など）
✓ 多職種連携の状況
✓ 課題とその克服方法
✓ 今後の展望 など

テーマ分析により類型化

実践の手引きと
事例集の作成

課題②：
成功要因と課題の抽出と

類型化・構造化

研究の概要図

✓ 自主活動グループの立ち上げ支援や、
そのような活動の継続支援を行った
経験の有無

✓ その活動内容（以下の5択）

1. 運動や体操のリーダーの育成や研修の講師

2. 自主活動グループ立ち上げの際の、
体制づくりや役割分担等の支援やアドバイス

3. 自主活動グループ立ち上げの際の、
活動プログラムの作成支援やアドバイス

4. 活動継続中の自主活動グループへの
継続支援やアドバイス

5. その他

本研究は、筑波大学体育系研究倫理委員会の承認を得て実施した
（体025-22、2025年6月27日承認、11月18日計画変更承認）
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課題① Webアンケート調査

76名

25.0%

47名

15.5%

181名

59.5%

現在、行っている

過去に行ったことがあるが、
現在は行っていない

行ったことはない

住民主体の自主活動グループの
立ち上げ支援や、そのような活動の
継続支援を行った経験はありますか？

（有効回答: 304名）

経験がある方にお尋ねします。
その関わり方は？（複数回答可）
（有効回答: 123名）

17.9

59.3

45.5

43.1

49.6

0 10 20 30 40 50 60 70

5. その他

4. 活動継続中のグループへの

継続支援やアドバイス

3. 立ち上げ時の活動プログラムの

作成支援やアドバイス

2. 立ち上げ時の体制づくりや

役割分担等の支援やアドバイス

1. 運動や体操のリーダーの

育成や研修の講師

（健康運動指導士9,385名にメール送信）

（%）

61名

53名

56名

73名

22名

※非回答者は「行ったことはない」とすると、
健康運動指導士の1.3%に留まる 8



課題① Webアンケート調査
（68市町村の介護予防・健康増進担当課）

健康運動指導士による、
住民主体の自主活動グループの
立ち上げ支援や、そのような活動の
継続支援を行う事業はありますか？

（有効回答: 7市町村）

経験がある自治体にお尋ねします。
その関わり方は？（複数回答可）
（有効回答: 4市町村）

4自治体

57.1%

3自治体

42.9%

現在、行っている
行っていない、
知らない

1

2

2

1

3

0 1 2 3 4

5. その他

4. 活動継続中のグループへの

継続支援やアドバイス

3. 立ち上げ時の活動プログラムの

作成支援やアドバイス

2. 立ち上げ時の体制づくりや

役割分担等の支援やアドバイス

1. 運動や体操のリーダーの

育成や研修の講師

※非回答は「行ってない、知らない」とすると、
調査対象市町村の5.9%に留まる

（n） 9



課題② インタビュー調査

No ご所属、肩書
健康運動指導士
資格の取得時期

他に取得してい
る主な資格

性 年代

1 フリーランス 1989年頃
薬剤師、ヘルス
ケア・トレーナー

女 60代

2 フリーランス 2000年頃
マタニティー関連
資格

女 60代

3 フリーランス 2018年頃
ヨガインストラク
ター、セラピスト

女 50代

4
高槻市所属体操ボラン
ティア（介護予防マイス

ター）
2023年頃

介護職員初任
者研修

女 60代

5
Fitness Ja-んぐる

代表
1998年頃

AFAA認定、ウ
オーキング協会
認定

女 50代

6
新潟県内の
教育研究機関

2007年
教員免許、
NSCA認定スペ
シャリスト

女 60代

7 メディカルフィットネスB-1 1995年頃
ヘルスケア・トレー
ナー、産業保健
相談員

女 ―

8 （元）T市役所職員 2007年 保健師 女 60代

9 フリーランス 2000年頃
教員免許、ノルディッ
クウォーキングインスト
ラクター

女 60代

10 フリーランス ― 女 ―

No ご所属、肩書
健康運動指導士
資格の取得時期

他に取得してい
る主な資格

性 年代

11 フリーランス 1995年頃
ヨガ・練功十八
法インストラク
ター、鍼灸師

女 60代

12
I市役所

（会計年度任用職員）
2005年頃 介護福祉士 女 40代

13
長門市役所

（会計年度任用職員）
2001年

ピラティスインスト
ラクター、教員免
許

女 40代

14
健康運動支援研究所

代表
2002年

ウオーキング指導
員、上級睡眠健
康指導士

男 50代

15 フリーランス 1992年 管理栄養士 女 60代

16

（首都圏）
F市公益財団法人

1995年 教員免許 女 50代

17 2003年 教員免許 女 50代

18 1999年 教員免許 男 50代

19 （九州）
F市役所

（会計年度任用職員）

1997年
教員免許、レク・
インストラクター

女 50代

20 2014年
教員免許、ヘル
スケア・トレーナー

男 50代

表．インタビュー調査にご協力いただいた20名（17事例）の健康運動指導士

【フリーランス: 7名、行政・公的機関: 10名、経営者: 3名】
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1. 活動の位置づけ

➢行政を基盤とする活動：15事例
➢民間・個人主導の活動：6事例

2. 活動の起点

➢教室終了後の自主グループ移行：10事例
➢既存の通いの場・地域組織の活用：8事例

3. 特定の支援活動

➢住民リーダー養成：7事例
➢標準プログラム普及：9事例
➢継続支援：17事例（全事例）

参加者間の関係づくり、役割分担の調整、地域事情への対応、
行政や関係機関との橋渡し、困りごとへの柔軟な助言など

課題② 活動の類型

（※両方該当が4事例）

（※両方該当が1事例）

20名（17事例）の健康運動指導士を対象としたインタビュー調査より
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課題② 「成功要因」と「課題」の類型
20名（17事例）の健康運動指導士を対象としたインタビュー調査より

成功要因（5類型） 課題（5類型）

1 制度的基盤の存在

行政事業への位置づけ、自主化を事前設計

1 住民主体化そのものの難しさ

お客さん化、受け身化

2 地域内のキーパーソン

複数人による役割分担、個人依存を避ける

2 リーダー依存・後継者不足

負担集中、高齢化、活動の形骸化

3 参加者同士の関係形成

交流・外出機会、「また来たい」雰囲気

3 高齢化に伴う安全管理

転倒・疾患など、住民だけでは対応困難

4 標準化された教材

DVD・マニュアルで指導者不在でも自立運営

4 財源・制度の不安定さ

予算削減リスク、個人実践の低報酬

5 多職種・多機関連携

保健師・包括・社協・医療職等との協働

5 地域格差・環境条件の違い

過疎・中山間・新住民地域での困難
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手引き（第0版）＆ 事例集の作成
→研究室HPで
ダウンロードできます！

1. はじめに

2. どんな活動があるの？

3. はじめ方、関わり方

3-1. 最初の一歩: どこから始めるかを見つける

3-2. 立ち上げ期: 住民が続けやすい形を整える

3-3. 継続期: 活動を支え、無理なく長く続ける

4. さいごに

事例集（17事例・20名）

※今後、内容をより充実させた
改定を行う予定です！
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充実！？のお役立ちコラム
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図. 健康運動指導士による、住民主体の運動グループの継続支援の視点

活動継続の伴走者としての健康運動指導士
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17事例・20名の健康運動指導士の
豊富な事例集
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さいごに

むしろ活動・活躍の場が広がり、地位は向上する！

➢ 住民主体の運動の場を増やしたら、
健康運動指導士の仕事が減るのでは？

➢ 地位低下につながるのでは？

研究を開始した当初、懸念（指摘）されていたこと…

➢ 運動を「指導してくれる人」だけでなく、
「地域を支えてくれる人」としての活躍が広がる！

➢ これまで届かなかった人・地域にも届く！
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本研究は、令和７年度健康・体力づくり事業財団の助成金を
受けて実施しました。
本研究の遂行にあたりご協力いただいた皆さまに、この場を借り
て心より御礼申し上げます。

• Webアンケート調査にご回答いただいた
健康運動指導士、自治体職員の皆さま

• インタビュー調査にご協力いただいた
20名の健康運動指導士の皆さま

• インタビュー調査をご調整いただいた
神河町、西脇市、九州F市の職員の皆さま

• Webアンケート調査の実施にご協力いただいた
公益財団法人健康・体力づくり事業財団

謝辞
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